
 

京都市地球温暖化対策条例に基づく事業者排出量削減計画書等の様式を定める

要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，京都市地球温暖化対策条例（以下「条例」という。）第３

２条２項，第３３条第２項，第３５条第３項，第３７条第１項，第４０条第

１項，第４５条第１項の報告又は提出に関し必要な様式を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は，条例及び京都市地球温暖化対策条

例施行規則で使用する用語の例による。 

（環境マネジメントシステム導入報告書の様式） 

第３条 条例第３２条２項に規定する報告は，環境マネジメントシステム導入

報告書（要綱第１号様式）により行うものとする。 

（新車購入等報告書の様式） 

第４条 条例第３３条２項に規定する報告は，新車購入等報告書（要綱第２号

様式）により行うものとする。 

（新車販売実績報告書の様式） 

第５条 条例第３５条３項に規定する報告は，新車販売実績報告書（要綱第３

号様式）により行うものとする。 

（事業者排出量削減計画書の様式） 

第６条 条例第３７条１項に規定する提出は，事業者排出量削減計画書（要綱

第５号様式）により行うものとする。 

（事業者排出量削減報告書の様式） 

第７条 条例第４０条１項に規定する提出は，事業者排出量削減報告書（要綱

第６号様式）により行うものとする。 

（事業者排出量削減計画書等の添付書類の様式） 

第８条 事業者排出量削減計画書及び事業者排出量削減報告書の添付書類の様

式のうち，事業者排出量削減計画書等提出書の様式は，要綱４号様式とし，

温室効果ガス排出量内訳書の様式は，要綱第７号様式とする。 

 



 

（エネルギー消費量等報告書の様式） 

第９条 条例第４５条１項に規定する報告は，エネルギー消費量等報告書（要

綱第８号様式）により行うものとする。 

附 則（平成２３年３月３１日制定） 

この要綱は，平成２３年４月１日から実施する。 

附 則（平成２６年７月３日） 

この要綱は，平成２６年７月３日から実施する。ただし，改正後の要綱の施

行日前に平成２３年度以降の３年間を計画期間とする事業者排出量削減計画書

を提出した特定事業者にあっては，平成２３年度以降の３年間の各年度の事業

者排出量削減報告書及び添付種類の提出について，なお従前の例によるものと

する。 

附 則（平成２７年６月２日） 

この要綱は，平成２７年６月２日から実施する。ただし，改正後の要綱の施

行日前に平成２６年度以降の３年間を計画期間とする事業者排出量削減計画書

を提出した特定事業者にあっては，平成２６年度以降の３年間の各年度の事業

者排出量削減報告書及び添付書類の提出について，なお従前の例によるものと

する。ただし，改正後の指針の施行日以降に条例第２７条第３項の規定に基づ

き，変更後の計画書を提出する特定事業者にあっては，改正後の要綱を適用す

るものとする。 

附 則（平成２８年６月１日） 

この要綱は，平成２８年６月１日から施行する。ただし，平成２６年度以降

の３年間を計画期間とする事業者排出量削減計画書及び事業者排出量削減報告

書の作成に関して，平成２８年３月３１日以前の旧電気事業法に規定される特

定規模電気事業者から供給された電気の計算については，事業者排出量削減指

針第９条第５号ア及び同条第６号アの規定について，なお従前の例による。こ

の場合，電気の計算において，熱量の換算係数は従前のとおり全日平均値を採

用し，本要綱第４号様式中の昼間買電区分に当該電気供給事業者名を記載する

ものとする。また，平成２７年６月２日の改正附則において，従前の例による

ものとされた三ふっ化窒素追加の規定について，平成２６年度以降の３年間の

各年度の事業者排出量削減報告書及び添付書類の提出については，なお従前の



 

例によるものとする。 

附 則（令和２年７月７日制定） 

この要綱は，令和２年７月７日から実施する。 

附 則（令和３年３月３１日制定） 

この要綱は，令和３年４月１日から実施する。ただし，条例第３３条第２項

に規定する報告書及び第３５条第３項に規定する報告書で令和３年度に提出す

るものについて，なお従前の例によるものとする 

附 則（令和３年１１月１９日制定） 

この要綱は，令和３年１１月１９日から実施する。 



　　　　 要綱第１号様式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

基 本 方 針

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

環境マネジメントシステム導入報告書

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

　京都市地球温暖化対策条例第３２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日

認 証 番 号

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

適 用 範 囲

年　　月　　日

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称



要綱第２号様式

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

パーセント パーセント パーセント パーセント

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

温室効果ガスを
排出しない自動車

（Ａ）

ハイブリッド自動車

クリーンディーゼル車

天然ガス自動車

新車購入等報告書

京都市地球温暖化対策条例第３３条第２項の規定により報告します。

（宛先）京都市長

年度

購入及び賃借の台数

電力併用自動車
（プラグインハイブリッド自動車）

　　年　　月　　日　　

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

合計台数

燃料電池自動車

電気自動車

購入及び賃借した自動車の台数（合計）　（Ｃ）

温室効果ガスを排出しない自動車及び
温室効果ガスの排出の量が相当程度少ない自動車の導入割合

（（（Ａ）＋（Ｂ））　／（Ｃ））

（Ａ）及び（Ｂ）に該当しない自動車

温室効果ガスの
排出の量が相当程度

少ない自動車
（Ｂ）

年度

購入及び賃借の台数

揮発油又は液化石油ガスを内燃機関の燃料として
用いる自動車

（燃料消費効率が別に定める基準を満たすもの）

年度

購入及び賃借の台数



要綱第３号様式

台

台

台

台

台

台

台

台

台

パーセント

新車販売実績報告書

京都市地球温暖化対策条例第３５条第３項の規定により報告します。

（宛先）京都市長 　　年　　月　　日　　

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

電力併用自動車
（プラグインハイブリッド自動車）

合計台数

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

電気自動車

販売した自動車の合計　（Ｃ）

注　枠に収まらない場合は，別紙として資料を添付してください。

温室効果ガスを排出しない自動車及び
温室効果ガスの排出の量が相当程度少ない自動車の販売割合

（（（Ａ）＋（Ｂ））　／（Ｃ））

温室効果ガスを
排出しない自動
車及び温室効果
ガスの排出の量
が相当程度少な
い自動車の提供
における取組

クリーンディーゼル車

揮発油又は液化石油ガスを内燃機関の燃料として
用いる自動車

（燃料消費効率が別に定める基準を満たすもの）

温室効果ガスの排出の量が相当程度少ない自動車
（Ｂ）

（Ａ）及び（Ｂ）に該当しない自動車

燃料電池自動車

温室効果ガスを排出しない自動車（Ａ）

天然ガス自動車

ハイブリッド自動車



要綱第４号様式

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

担当部署名

温室効果ガス排出量内訳書

担当者名

事業者排出量削減報告書

担当部署

　　 目標年度

電話番号

連絡先

所　在　地

　　 基準年度

　　 報告年度

　京都市地球温暖化対策条例（　第３２条第２項，　第３３条第２項，　第３７条第１
項，　第３７条第３項，　第４０条第１項）の規定により，次の書類を提出します。

電話番号等 FAX番号

(〒   －    )

事業者排出量削減計画書(変更)

(　　)～(　　)年度計画

(　　)年度分

(　　)～(　　)年度計画

環境マネジメントシステム導入報告書

事業者排出量削減計画変更届 (　　)～(　　)年度計画

(　　)年度分

新車購入等報告書 (　　)年度分

(　　)～(　　)年度計画事業者排出量削減計画書(新規)

事業者排出量削減計画書等提出書

住所(法人にあっては，主たる事務所の所在地)

氏名(法人にあっては，名称及び代表者名)

　　年　　月　　日

　　(宛先)　京都市長



要綱第５号様式

ア

京都市地球温暖化対策条例第２条第１項第７号 イ又はウ

エ

計 画 期 間

基 本 方 針

計画を推進するた
めの体制

トン トン トン トン パーセント

トン トン トン トン パーセント

パー
セント

パー
セント

パー
セント

パー
セント

トン トン トン

トン トン トン

トン トン トン

トン トン トン

トン トン トン

地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動

特 記 事 項

注 １　該当する□には，レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は，レ印の記入は不要です。

 　２　「細分類番号」とは，統計法第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類の細分類番号をいいます。

 　３　「基準年度」とは，計画期間の前年度又は計画期間の前の三年度の事業活動に伴う排出の量又は原単位の数値の平均をいいます。

 　４　「増減率」とは，基準年度と比較した計画期間の平均の増加又は減少の割合をいいます。

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球温暖化対
策により削減する
量

温室効果ガス排出量の削減効果分又は温
室効果ガスの吸収効果分の購入によるも
の

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
ようとする措置

措 置 の 内 容

合　　　　　　　　計

グリーン電力証書等の購入によるもの

細分類番号

　　年　　月　　日

（　）年度

（　）年度
基準年度

地 域 産 木 材 の 利 用 に よ る も の

第１年度

（　）年度 （　）年度

森林の保全及び整備による もの

事　業　者　排　出　量　削　減　計　画　書

事業者の区分

　（ 宛　先 ）　京 都 市 長
氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

主たる業種

住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

具体的な取組及び
措置の内容

増　減　率
（　）年度

（ 　　）　年　度

（ 　　）　年　度

（ 　　）　年　度

目 標 の 根 拠

第３年度

評 価 の 対 象 と な る 排 出 の 量

　　　　年　　月から　　　　年　　月まで

第２年度

基準年度

温室効果ガスの排
出の実績及び削減
の目標

（　）年度
第１年度

事業の用に供す
る建築物の用途

（　）年度
温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 量

（　）年度

原 単 位 の 指 標 及 び 目 標 の 根 拠

（             ）

（     　　　    ）

事 業 活 動 に 伴 う 排 出 の 量

（　）年度

トントン トン

備　　考

再生可能エネルギーを利用した電力又
は熱の供給によるもの

第２年度

第１年度
（　）年度

第２年度 第３年度基準年度

上 記 の 措 置 を 採 用 す る 理 由

第３年度
区　　　　　　　　分

　　　　　　　　新規　　　 　　　変更

備　　　考
（　）年度 （　）年度 （　）年度

事業活動に伴う排出の量

重 点 的 に 実 施 す る 取 組 の 実 施 計 画

原単位当たりの温
室効果ガス排出量
等

パーセント

（　）年度（　）年度
原 単 位 の 指 標

事業活動に伴う排出の量

増　減　率
第３年度第２年度

パーセント

第１年度



要綱第６号様式

計 画 期 間

基 本 方 針

計画を推進するた
めの体制

トン トン トン トン パーセント

トン トン トン トン パーセント

パー
セント

パー
セント

パー
セント

パー
セント

トン トン トン

トン トン トン

トン トン トン

トン トン トン

トン トン トン

地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動

特 記 事 項

注 １　該当する□には，レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は，レ印の記入は不要です。

 　２　「細分類番号」とは，統計法第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類の細分類番号をいいます。

 　３　「基準年度」とは，計画期間の前年度又は計画期間の前の三年度の事業活動に伴う排出の量又は原単位の数値の平均をいいます。

 　４　「増減率」とは，基準年度と比較した計画期間の平均の増加又は減少の割合をいいます。

トン

（  ）年度

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

（  ）年度

（  ）年度
備　　考

（  ）年度

第３年度第１年度

備　　　考
（  ）年度 （  ）年度 （  ）年度

第１年度

パーセント

増　減　率

上記の措置を実施した結果に対する自
己評価

基準年度 第２年度 第３年度

第２年度

事業活動に伴う排出の量

（  ）年度
事業活動に伴う排出の量

第３年度第２年度
（  ）年度 （  ）年度 （  ）年度

（　　　　　　　）

第１年度

実 績 に 対 す る 自 己 評 価

パーセント

評 価 の 対 象 と な る 排 出 の 量

第２年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 エ

原単位当たりの温
室効果ガス排出量
等

事業の用に供す
る建築物の用途

原 単 位 の 指 標
基準年度

実 績 に 対 す る 自 己 評 価

（　　　　　　　）

第３年度
（  ）年度
基準年度

　　　　年　　月から　　　　年　　月まで

増　減　率

事 業 活 動 に 伴 う 排 出 の 量

（  ）年度 （  ）年度 （  ）年度
第１年度

主たる業種

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

事業者の区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　ア

京都市地球温暖化対策条例第２条第１項第７号　　　 　　イ又はウ

事　業　者　排　出　量　削　減　報　告　書

　（ 宛　先 ）　京　都　市　長

細分類番号

年　　月　　日

地 域 産 木 材 の 利 用 に よ る も の

トン トン

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球温暖化対
策により削減した
量

温室効果ガス排出量の削減又は吸収の
量の購入によるもの

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
た措置

措 置 の 内 容

森林の保全及び整備による もの

区　　　　　　　　分

グリーン電力証書等の購入によるもの

再生可能エネルギーを利用した電力又
は熱の供給によるもの

合　　　　　　　　　計

温室効果ガスの排
出の量

具体的な取組及び
措置の内容

重 点 的 に 実 施 す る 取 組 の 実 施 状 況

（ 　　 ）　年　度

（ 　　 ）　年　度

（ 　　 ）　年　度

温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 量



要綱第７号様式

単位 実数値
原油換算数量

(キロリットル)
二酸化炭素換算

数量(トン)

キロリットル

キロリットル

キロリットル

キロリットル

（　　ｔ　　）
（　　ｔ　　）

千立方メートル

ギガジュール

ギガジュール

供給者

（　　　 　　）

供給者

（　　　 　　）

供給者

（　　　 　　）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

－ －

千キロワット時 － －

単位 実数値
原油換算数量

(キロリットル)
二酸化炭素換算

数量(トン)

キロリットル

キロリットル

（　　ｔ　　）
（　　ｔ　　）

千立方メートル

供給者

（　　　 　　）

供給者

（　　　 　　）

供給者

（　　　 　　）

－ －

トラック バス タクシー 鉄道車両

千キロワット時 － －

単位 実数値

トン
トン

トン

トン

トン
トン
トン
－ －

注 １

　 ２

   ３

   ４
   ５
   ６
   ７
   ８

   ９

灯　　　油

軽　油

Ａ　重　油

温　室　効　果　ガ　ス　排　出　量　内　訳　書

事業者名

提出書類の区分 記載年度 記載年度の区分

一般送配電事業
者が維持し，及
び運用する電線
路を介して供給

された電気

昼間
買電

その他

　　  事業者排出量削減計画書
　　  事業者排出量削減報告書

　　　　年度
(　　　　年　　月

～　　　　年　　月)

  　基準年度(実績)
　　目標年度(計画)
　　報告年度(実績)

温室効果ガス排出量

Ａ
　
事
業
所
等
排
出
区
分

エネルギー種別

揮発油(ガソリン)

千キロワット時

液化石油ガス(ＬＰＧ)

液化天然ガス(ＬＮＧ)

都市ガス(ＣＮＧを含む。)

産業用蒸気

産業用蒸気以外の蒸気，温水，冷水

電
気

千キロワット時

上記以外のエネルギー

夜間
買電

千キロワット時

Ｂ
　
輸
送
車
両
排
出
区
分

燃料種別

揮発油(ガソリン)

軽　油

液化石油ガス(ＬＰＧ)

液化天然ガス(ＬＮＧ)

都市ガス(ＣＮＧを含む。)

電
気

一般送配電事業
者が維持し，及
び運用する電線
路を介して供給

された電気

昼間
買電

千キロワット時

合    計

蒸気，温水，冷水の供給元

自家発電

全社(キロメートル) 京都市内(キロメートル)

夜間
買電

千キロワット時

その他 千キロワット時

合    計

Ｃ
　
そ
の
他
排
出
区
分

温室効果ガスの種別 二酸化炭素換算数量(トン)

二酸化炭素(ＣＯ２)
メタン(ＣＨ４)

一酸化二窒素(Ｎ２Ｏ)

三ふっ化窒素(ＮＦ３)
六ふっ化硫黄(ＳＦ６)

ハイドロフルオロカーボン(ＨＦＣs)

パーフルオロカーボン(ＰＦＣs)

自家発電

燃料，蒸気，温水，冷水，電気等を販売している場合は，それに該当する数量を差し引いた実数値を記入してください。
産業用蒸気とは，熱供給事業者以外から供給を受ける蒸気をいいます。
一般送配電事業者とは，電気事業法第２条第１項第９号に規定する一般送配電事業者をいいます。
一般送配電事業者が維持し，及び運用する電線路を介して供給された電気について，昼夜別契約をしていない場合は，全量昼間買電とし
て計算してください。

該当する排出源の名称

該当する□には，レ印を記入してください。

「基準年度」とは計画期間の前年度又は前三年度の平均を，「目標年度」とは計画期間の各年度を，「報告年度」とは計画期間のうち，
今回報告の対象となる年度をいいます。

「事業所等排出区分」とは京都市内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを，「輸送車両排出区
分」とは自動車運送事業者については使用の本拠の位置を京都市内とする車両の排出する温室効果ガスを，鉄道事業者については保有す
る貨物車両又は旅客車両の排出する温室効果ガスを，「その他排出区分」とは上記以外の京都市内における事業所等の事業活動に伴い発
生する温室効果ガスをいいます。

事業者の要件にかかわらず，該当する排出がある場合は，全ての排出区分について記入してください。

合    計

年度末使用車両数(台・両)

鉄道事業者の京都市内分指標
(営業キロ数)

自家発電分は，実数値のみを記載してください。



要綱第７号様式別紙

Ｃ　その他
排出区分

原油換算
(キロリットル)

二酸化炭素
換算(トン)

原油換算
(キロリットル)

二酸化炭素
換算(トン)

原油換算
(キロリットル)

二酸化炭素
換算(トン)

二酸化炭素
換算(トン)

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所等の種別

事業所

注　「事業所等の種別」には，事務所，店舗，工場，研究施設等の事業所の種別を記載してください。

事業者名
提出書類の区分 記載年度 記載年度の区分

　　　事業者排出量削減計画書
　　　事業者排出量削減報告書

　　　　年度
(　　　　年　　月

～　　　　年　　月)

　　　基準年度（実績）
　　　目標年度（計画）
　　　報告年度（実績）

事業所等の名称

合計 Ａ　事業所等排出区分 Ｂ　輸送車両排出区分

その他事業所の合計

合　　　計

市内事業所数の合計



要綱第８号様式

 エネルギー消費量等報告書

〒

ｍ
2

ｋＷｈ

ｋＷ

ｍ
3

Ｌ

Ｌ

〒

- -
＠

識別コード

（宛先）　京都市長 年　　　月　　　日
提出者の住所（法人にあっては，主たる事業所の所在地） 提出者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

　京都市地球温暖化対策条例第４５条第１項の規定により提出します。

実績の年度

事業所の名称

事業所の所在地

事業所の延床面積

建物の利用用途

電気
使用量

※

太陽光パネル設置容量

　※　前年度（前年４月～今年３月）の年間使用量を記載してください。

　省エネ等に関する取組状況

省エネ・再エネ
等に関する取組

ガス使用量
※

灯油使用量
※

重油使用量
※

連絡先

担当者名（法人にあっては，名称及び代表者名）

担当者住所（法人にあっては，主たる事業所の所在地）

担当者部署，氏名，連絡先

電話番号

E-mail


